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   北本市重度心身障害者医療費支給条例の一部改正について 

    

 北本市重度心身障害者医療費支給条例の一部を次のように改正する。 
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   北本市重度心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例 

 

 北本市重度心身障害者医療費支給条例（昭和５８年条例第４号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条第１項第１号中「に規定する」を「第１５条第４項の規定によ

り」に改め、同項第２号中「県の療育手帳制度に基づく」を「埼玉県療

育手帳制度要綱（平成１４年埼玉県告示第１３６５号）第４条第２項の

規定により」に、「同制度で規定する「Ａ」、「Ａ」又は「Ｂ」」を

「同告示第３条第２項に規定するＡ、Ａ又はＢ」に改め、同項第４号を

同項第５号とし、同項第３号中「別表で」を「別表に」に改め、同号を

同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

 ⑶ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１

２３号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交

付を受けた者又は特別の理由により当該精神障害者保健福祉手帳を

所持していない者で、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施

行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項に規定する１級の

障害を有するもの 

 第３条第１項第２号中「のぞみの園」を「独立行政法人国立重度知的 



障害者総合施設のぞみの園法（平成１４年法律第１６７号）第１１条第

１号の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

が設置する施設（以下「のぞみの園」という。）」に改め、同条第２項

第３号中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」に

改め、同項に次の１号を加える。 

 ⑷ 重度心身障害者になった年齢が６５歳以上の者（前条第１項第４

号又は第５号に該当する重度心身障害者であって、６５歳に達する

日の前日までに高齢者の医療の確保に関する法律施行令別表に定め

る程度の障害の状態にあり、その旨の埼玉県後期高齢者医療広域連

合又は市長の認定を受けたものを除く。） 

 第４条ただし書を次のように改める。 

  ただし、次に掲げる一部負担金については、助成金を支給しない。 

 ⑴ 税の未申告その他の対象者の責めに帰すべき事由により生じた過

分の一部負担金 

 ⑵ 第２条第１項第３号に該当する重度心身障害者が医療法（昭和２

３年法律第２０５号）第７条第２項第１号に規定する精神病床に入

院したときの一部負担金 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年１月１日から施行する。ただし、第３条第 

２項第３号の改正規定は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の北本市重度心身障害者医療費支給条例（以下「新条例」と

いう。）第３条第２項第４号の規定は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に新条例第２条第１項に規定する重度心身

障害者になった者について適用し、施行日前に改正前の北本市重度心

身障害者医療費支給条例第２条第１項に規定する重度心身障害者にな

った者については、なお従前の例による。 



３ 新条例第４条の規定は、施行日以後の診療に係る助成金の支給につ

いて適用し、施行日前の診療に係る助成金の支給については、なお従

前の例による。 
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議案第４６号参考資料 
 
   北本市重度心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例新旧対照表 
 

（下線は改正部分） 
現             行 改      正      案 

 （定義） 
第２条 この条例において「重度心身障害者」とは、次の各

号のいずれかに該当する者をいう。 
 ⑴ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に規

定する身体障害者手帳の交付を受けた者又は特別の理由

により当該身体障害者手帳を所持していない者で、身体

障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）

別表第５号に定める１級、２級又は３級の障害を有する

もの 
 ⑵ 県の療育手帳制度に基づく療育手帳の交付を受けた者

又は特別の理由により当該療育手帳を所持していない者

で、同制度で規定する「Ａ」、「Ａ」又は「Ｂ」の障害

を有するもの 
 
  
 
 
 

 （定義） 
第２条 この条例において「重度心身障害者」とは、次の各 

号のいずれかに該当する者をいう。 
 ⑴ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１

５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受けた

者又は特別の理由により当該身体障害者手帳を所持して

いない者で、身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚

生省令第１５号）別表第５号に定める１級、２級又は３

級の障害を有するもの 
 ⑵ 埼玉県療育手帳制度要綱（平成１４年埼玉県告示第１

３６５号）第４条第２項の規定により療育手帳の交付を

受けた者又は特別の理由により当該療育手帳を所持して

いない者で、同告示第３条第２項に規定するＡ、Ａ又は

Ｂの障害を有するもの 
⑶ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５

年法律第１２３号）第４５条第２項の規定により精神障

害者保健福祉手帳の交付を受けた者又は特別の理由に

より当該精神障害者保健福祉手帳を所持していない者
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 ⑶ ６５歳以上７５歳未満の者であって、高齢者の医療の

確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３１８号）

別表で定める程度の障害の状態にある旨の埼玉県後期高

齢者医療広域連合の認定を受けているもの 
 ⑷ 略 
２・３ 略 
 
 （対象者） 
第３条 この条例による医療費助成金の支給の対象となる者

（以下「対象者」という。）は、医療保険各法に規定する

被保険者、組合員又は加入者（被保険者、組合員又は加入

者であった者を含む。以下「被保険者等」という。）及び

被扶養者である重度心身障害者であって、次の各号のいず

れかに該当するものとする。 
 ⑴ 略 
 ⑵ 北本市から障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律第２９条又は第３０条の規定による

指定障害福祉サービス等又は基準該当障害福祉サービス

に対する介護給付費、訓練等給付費、特例介護給付費又

は特例訓練等給付費の支給を受け、本市の区域外に設置

されている障害者支援施設等、指定医療機関又はのぞみ

で、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令

（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項に規定する

１級の障害を有するもの 
 ⑷ ６５歳以上７５歳未満の者であって、高齢者の医療の

確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３１８号）

別表に定める程度の障害の状態にある旨の埼玉県後期高

齢者医療広域連合の認定を受けているもの 
 ⑸ 略 
２・３ 略 
 
 （対象者） 
第３条 この条例による医療費助成金の支給の対象となる者

（以下「対象者」という。）は、医療保険各法に規定する

被保険者、組合員又は加入者（被保険者、組合員又は加入

者であった者を含む。以下「被保険者等」という。）及び

被扶養者である重度心身障害者であって、次の各号のいず

れかに該当するものとする。 
 ⑴ 略 
 ⑵ 北本市から障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律第２９条又は第３０条の規定による

指定障害福祉サービス等又は基準該当障害福祉サービス

に対する介護給付費、訓練等給付費、特例介護給付費又

は特例訓練等給付費の支給を受け、本市の区域外に設置

されている障害者支援施設等、指定医療機関又は独立行
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の園に入所、入院又は入居している者（共同生活援助を

行う住居への入居者を含む。） 
 
 
 
 
 ⑶～⑽ 略 
２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当す

る者は、対象としない。 

⑴・⑵ 略 

 ⑶ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）によ

る支援給付を受けている者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （医療費助成金） 

第４条 市は、対象者に係る医療の一部負担金について、対

象者に助成金を支給するものとする。ただし、税の未申告

政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成

１４年法律第１６７号）第１１条第１号の規定により独

立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設

置する施設（以下「のぞみの園」という。）に入所、入

院又は入居している者（共同生活援助を行う住居への入

居者を含む。） 
 ⑶～⑽ 略 
２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当す

る者は、対象としない。 

⑴・⑵ 略 

 ⑶ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第３０号）による支援給付を受けて

いる者 
 ⑷ 重度心身障害者になった年齢が６５歳以上の者（前条

第１項第４号又は第５号に該当する重度心身障害者であ

って、６５歳に達する日の前日までに高齢者の医療の確

保に関する法律施行令別表に定める程度の障害の状態に

あり、その旨の埼玉県後期高齢者医療広域連合又は市長

の認定を受けたものを除く。） 
 
 （医療費助成金） 

第４条 市は、対象者に係る医療の一部負担金について、対

象者に助成金を支給するものとする。ただし、次に掲げる
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その他の受給者の責により過分の自己負担があるときは、

その額につき助成金の対象としない。 

一部負担金については、助成金を支給しない。 

 ⑴ 税の未申告その他の対象者の責めに帰すべき事由によ

り生じた過分の一部負担金 

 ⑵ 第２条第１項第３号に該当する重度心身障害者が医療

法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第１号に

規定する精神病床に入院したときの一部負担金 

 
 
 
 


